





奈良教育大学附属中学校は 2006 年度より「持続可能な開発 のための教育」（「Education for 










RQ1： 奈良教育大学附属中学校が ESD を導入することを決定した背景と基盤はどのようなものであ
るのか？
RQ2： 奈良教育大学附属中学校における ESD の理念は特別活動の育成する資質・能力とどのような
親和性があるのか？



























クール加盟校の数的な傾向から奈良教育大学附属学校の ESD 実践の ESD 実践全体における位置を明ら
かにしたい。
ESD を実施しているユネスコスクールに加盟している学校は、2018 年 9 月の段階で小学校が 567 校、
中学校が 288 校である。小学校 567 校の内、北海道が 15 校、東北地区が 65 校、関東地区が 76 校、北
陸地区が 85 校、中部地区が 147 校、近畿地区が 52 校、中国・四国地区が 94 校、九州地区が 33 校であ
る。中学校 288 校の内、北海道が 9 校、東北地区が 35 校、関東地区が 38 校、北陸地区が 34 校、中部
地区が 84 校、近畿地区が 27 校、中国・四国地区が 39 校、九州地区が 22 校である。この数値から、近
畿地区における中学校の ESD 実践は、北海道地区の次の下位（2 位）である。奈良教育大学附属中学





文化遺産が多いから ESD 教育ができる背景がある。あるいは、附属中学校だから ESD 教育ができる。
そのような予想は憶測であるのか、ないのか検討してみたい。県別、文化遺産の多い地区、附属中学校
での ESD 教育実施校における奈良教育大学附属中学校の位置を比率でみると次の状況である。中学校
の総数が国立、公立、市立合計で 10,404 校であるので、ユネスコスコール加盟率は全国平均 2.76% で
ある。奈良県の中学校の総数は 117 校であり、奈良県のユネスコスコール加盟率は 9.40％である。多く
の文化遺産のある宮城県の中学校の総数は 213 校、ユネスコスコール加盟校は 31 校であるので、加盟





第 1 章では本論文の目的とアプローチについて論じ、第 2 章では、RQ1 に対応してユネスコスクー














ユ ネ ス コ（ 国 際 連 合 教 育 科 学 文 化 機 関、United Nations Educational, Scientifi c and Cultural 
Organization U. N. E. S. C. O.）は、第二次世界大戦が終結した直後の 1945 年 11 月 16 日にロンドンで
開催された世界教育大臣会議で採択された「ユネスコ憲章」にもとづき、創設された。日本の加盟は





（ASP;UNESCO　 Associated Schools Project）が設立されました。」
ユネスコスクールの加盟国は、創設当時 15 カ国 33 校であったといわれるが、2018 年 7 月段階で 182
カ国約 11.500 校、日本 1,149 校である（UNESCO 2018）。
このように多くの学校が加盟しているユネスコスクールの歴史を小林は 6 期に区分している。
第 1 期は 1953 年から 1963 年まで、第 2 期は 1964 年から 1973 年までである。ユネスコスクールの歴
史の区分の指標は、10 周年ごとの記念国際会議の総括と基本方針となっている。1 期と 2 期を区分する
方針の変更は、小林の記述を読むと、1）これまで中等教育段階の学校だけが加盟できたが、ユネスコ
スクールに小学校も加盟が認められたこと、2）1961 年 5 月にユネスコスクールの「学校での国際理解」
というニューズレターが創刊され、1963年に42カ国191校の加盟があり、加盟校が量的に拡大したこと、











第 3 期は、1974 年から 1983 年までである。この時期を区分する重大な勧告は「国際理解、国際協力
及び国際平和のための教育並びに人権及び基本的自由についての教育に関する勧告」（1974 年 11 月 19




るこが求められた。ちなみに後に ESD との関連で触れるが、1972 年にストックホルムで開催された「国
連人間環境会議」の影響をうけて、環境保護が 1975 年ユネスコスクールの学習テーマとして位置づけ
られた。
1983 年 9 月にブルガリアのソフィアでユネスコスクール 30 周年記念の国際会議が開催されたといわ
れている。この記念会議でユネスコスクールの初代ロゴマークが制定された。1983 年時点でのユネス
コスクール加盟は 81 カ国 1,672 校に拡大している。







第 5 期は、1994 年から 2003 年までである。小林によると、ユネスコスクールの名称が 1993 年の
40 周年記念会議あたりから変化している。ASP（UNESCO Associated School Project）が ASPnet 




のは、ユネスコスクール国内コーディネーター（ONCs： Outstanding National Coordinators）の役割
である。
第 6 期は、2004 年から 2013 年である。ニュージーランドで開催されたユネスコスクール 50 周年記
念国際会議では、「環境と開発の両立や民族紛争の解決、社会格差の是正と人権の養護といった 21 世紀
的な諸課題」（小林 2014：49）が話し合われた。その後、2005 年の「国連維持可能な開発のための教育
10 年」によって ESD という言葉がユネスコスクール関係者の間で交流・認識されていく。この ESD
に関しては次の項で論じるが、国際プロジェクトとしての ESD は、2002 年に南アフリカで開催された
ヨハネスブルク・サミット、および同年の第 57 回国連総会での「国連 ESD10 年」が契機となっている。
3　ESDの背景と成立
3‒1　ESDの前史
ESD は 1972 年の国連人間環境会議（通称ストックホルム会議と呼ばれる）に起源があるといわれて
いる。国連人間環境会議は、環境教育の文脈で論じられるが、ユネスコスクールの展開の文脈では、環
境保護が 1975 年ユネスコスクールの学習テーマとして位置づけられ、1972 年の国連人間環境会議を経



















Strategy）において」（小林　2014： 76）である。上原有紀子は、持続可能な開発の定義には 70 以上あ
るが、「1987 年 4 月に公表した報告書『我ら共有の未来』（Our Common Future）において､ ｢持続可






続可能な開発のための教育（Education　for　Sustainable　Development ＝ ESD ）」概念
に至るより広義の環境教育概念への拡張と表現することができる」
環境教育の文脈からみると、国際的な環境教育の出発点となった国連人間環境会議の勧告によって
ナイロビにそこで採択された宣言を実行に移すために 1972 年に UNEP（United Nations Environment 
Programs：国際連合環境計画）が設立されている。また 1975 年にはストックホルム会議の勧告によっ
て、ユネスコと UNEP と共同で IEEP（International Environmental Education Programs）を開始し
た（市川　1989、191）。国連は、ストックホルムでの会議の 10 周年を記念して 1982 年にナイロビで会




た 1976 年の環境教育地域専門家会議、1985 に年東京で開催された世界環境教育会議、1989 年にインド
のゴアで開催された第 3 回国際環境教育会議、1992 年にブラジルで開催された環境教育の会議がある。
このような活動の中から「国連人間環境会議」の内容を見ると次のようである。　




























World Summit on Sustainable Development：ヨハネスブルグサミット）」で当時の小泉総理大臣が持
続可能な開発における人材育成の重要性を強調し、「持続可能な開発のための教育の 10 年」を提唱し、
国連第 57 回総会決議により、2005 年から 2014 年までの 10 年を「国連 ESD の 10 年（DESD）」が決議
された。これを受けて、「国連持続可能な開発のための教育の 10 年」関係省庁連絡会議が開催され、「我
が国における『持続可能な開発のための教育の 10 年』実施計画」（ESD 実施計画）が策定された。こ
の会議は「持続可能な開発のための教育に関する関係省庁連絡会議（文部科学省・環境省）」が設置さ
れたために、2015（平成 27）年 2 月 13 日に廃止された。
奈良教育大学附属中学校が ESD の理念にもとづく学校づくりを始めた当時の日本政府が公式に捉え
た ESD の理念と目標について述べたい。現在の「我が国における『持続可能な開発のための教育の 10
年』実施計画」は 2006（平成 18）年 3 月 30 日に決定され、2011（平成 23）年 6 月 3 日に改訂されて
いる。｢国連持続可能な開発のための教育の 10 年｣ から実施計画の策定までの経緯は上原有紀子の論文
（上原　2004：2005）に詳しく紹介されている。上原の論文（2005）に即して、「我が国における『持続

















・社会・文化的な視点：人権､ 平和及び人間の安全保障､ ジェンダーの平等､ 文化の多様性と異文化理
解､ 健康､ エイズ､ 統治（ガバナンス）












（5）｢ESD の 10 年｣ の 5 つの目的
・持続可能な開発を追及するにあたり､ 教育と学習の中心的な役割を拡大する｡



































を継続している。第 2 期は ESD 学習活動と























奈良教育大学附属中学校は、ESD の理念にもとづく学校づくりを次の 5 カ年計画で実現しようと立
案していた（奈良教育大学附属中学校　2007、6）。




2 年次 ESD の理念として具体化されうる教科内容の洗い直し。
3 年次 ESD の理念を学ぶ学習指導法の確立。
4 年次 ESD の理念を体現する学校組織体制の再構築。………特に生徒会活動を中心に
5 年次 ESD を実現する教育課程の創造。………特に特活・総合を中心に
4‒2　奈良教育大学附属中学校のESDの理解
奈良教育大学附属中学校は ESD の理念にもとづく学校づくりを開始した 2006 年に学校目標と ESD




















この理念は日本の ESD のホームページから引用されたものである。「ESD の理念を学ぶ教科学習と









































































































具体的な日程は、2008 年度は、5 月 20 日「の博物館での学習・漁家訪問」、5 月 21 日「海浜で理科学習（磯








































第 2 は、奈良教育大学附属中学校の ESD の理念にもとづいた実践は 2007 から 5 年間の実践と 2011
年からの 4 年間の実践（奈良教育大学附属中学校　2011：  2012： 2013a：  2013b）があるが、最初の期
の研究の一部しか取り上げることができなかった。とりわけ奈良教育大学附属中学校が初年度の ESD







で ESD 概念の内実が異なることを明らかにすることが、ESD 理念にもとづく学校づくり・授業実践に
は必要である。
第 3 は、「RQ3： 奈良教育大学附属中学校における ESD と特別活動はどのようなカリキュラム論的
特徴を有するのか？」に関わる論議である。奈良教育大学附属中学校が ESD をホールスクールで実施
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資料 1　ユネスコスクールの活動目的と基本分野（ユネスコスクールの HP より作成）
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資料 2（奈良教育大学附属中学校 HP より）
